2008年度　月１　国際関係論　教官：大江博

シケ対：文12　10組　和田豪介
コメント

・シケプリできました～
・試験は正誤問題34問のみです。一問3点で102点満点
・間違っているところは何が間違っているかも指摘する必要あり。

・何か分からないことがあったら質問受け付けます。

教科書の試験範囲

・第2章北朝鮮問題の鍵　シケプリの日韓関係もcheck!!
・第3章中国脅威論をどう捉えるか　シケプリの戦後処理＋靖国もcheck!!

・第4章武力行使の法的評価　　最重要
・第6章安保理改革と日本　※ＰＫＯは出ません
・第8章人間の安全保障と地球環境問題　※感染症は出ません
目次

＜第1回＞4月14日：ガイダンス…人数過多で教室入れなかったので分かりません。
＜第２回＞4月21日：自衛権と武力行使１
＜第３回＞4月28日：休講
＜第４回＞5月12日：武力行使２・安保理決議
＜第５回＞5月19日：日中関係
＜第６回＞5月26日：中国脅威論
＜第７回＞6月02日：環境問題１　一部更新
＜第８回＞6月09日：休講
＜第９回＞6月16日：環境問題２  一部更新
＜第10回＞6月23日：安保理改革
＜第11回＞6月30日：日韓関係 new!
＜第12回＞7月07日：日朝関係 new!
＜第13回＞7月14日：人間の安全保障 new!
＜第２回＞４月２１日
参考：教科書ｐ６９・７９辺り

· 集団的自衛権：同盟国が攻撃されたときに、自国が直接攻撃されていないにも関わらず共同で武力を行使してそれを阻止する権利

⇔個別的自衛権：自国に対する武力攻撃を実力で阻止する権利
例：９．１１→米など多国籍軍のアフガニスタンへの武力行使のときの英

· 自衛権：「国家又は国民に対する外部からの急迫不正の侵害に対し、これを排除するのに田に適当な手段がない場合、当該国家が必要最小限の実力を行使する権利」

・国民が攻撃される⇒国家への攻撃と見なして良いのかという議論

・１９９８スーダン・アフガニスタンへの攻撃
　…他に代替手段（テロリストの引き渡し要求など）が無かった⇒武力行使

· 日本国憲法の政府解釈（内閣法制局）　※国際法の解釈は外務省

· 個別的自衛権はある。
· 集団的自衛権の行使は憲法9条により禁じられている。（集団的自衛権自体は有している）

· テロ特措法の延長問題

民主党：「2001→2007年でもう７年。もう自衛権の枠を超えて不法行為だろ」
政府：：「相手国政府（カルザイ政権が成立した）の要請に基づいている治安維持活動。自衛権か否か論じる必要はなし」

· なぜ自衛権の行使は終了していると主張しなかったか。

アメリカが正当政府の要請の範囲を超えた武力行使を行う可能性があり、自衛権で説明可能な場合に備えた。
■武力行使と安保理決議（ｐ７２）
＜正当性が安保理により認定される必要条件＞

①「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の認定」（国連憲章39条）

②安保理による武力行使の容認決議
例１：１９９０年湾岸戦争（ｐ７３）

· 安保理決議６６０：イラクのクウェート侵攻ダメ！①

· 安保理決議６６１：イラクに経済制裁だ→あまり効果なし
· 安保理決議６７８『武力行使容認決議』：「あらゆる手段をとる権限を与える」②
· 成立の背景…冷戦終結

例２：１９９８年アメリカなどのイラクへの限定的武力攻撃

· 安保理決議６８７『停戦決議』（１９９１年４月）
目的…イラクを二度とクウェートに侵攻できない国にする。

条件…a：大量破壊兵器の開発中止　b：ＵＮＳＣＯＭの査察受け入れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑「いつでもどこでも」の保障

　　結果…停戦成立
ところが…

１９９５年　フセイン・カーミル（フセインの娘婿）が亡命

→軍事情報「イラクはまだ密かに開発している」

１９９８年　イラクは決議６８７に違反
⇒決議６７８に則り武力行使を行う！（米＋日英）
　　反対派：・安保理決議６７８から７年も経っている（中・露）
・安保理決議６７８は停戦成立で無効（国際法学者の一部）
　　再反論：・停戦≠終戦（一時的なものに過ぎない）

　　　　　　・停戦決議が履行されていない
· 安保理決議１１５４『警告決議』
目的…イラクへの最後通牒

※用いる文言に関して米と露・仏・中で乖離⇒英・日が仲裁

↓

“severest consequences”⇒決議採択
1 the＋最上級と同義
2 veryと同義

· 安保理決議の相場

· 全会一致がベスト。むしろその他なら出さないほうがマシ

安保理決議採択失敗の害＞決議文の意味２通りの害
＜第４回＞
⇒『警告決議』成立後イラクもいったんは査察に協力したが再び査察拒否…

・安保理決議１２０５『認識決議』：イラクは安保理決議６８７違反と認定

意義：中・露の主張する「時間の距離」を埋める
⇒イラクへの限定的武力攻撃（中・露は違法と主張）
●冷戦時代…軍事力を持つことで相手国の核兵器使用を阻止（バランスオブパワー）
●ポスト冷戦…テロリストは領土を持たない⇒報復不可能
※“ならず者国家”からテロリストへ核兵器がわたる可能性。
●先制的自衛権…ブッシュ＝イニシアチブで表明。テロリスト・テロ支援国家などに対して武力攻撃が発生する前に脅威が高まった時点で先制攻撃できる。
⇔日本政府の自衛権の解釈

　他国が「わが国に対する武力攻撃に着手（ミサイル発射準備など）した場合」には自衛

権を行使できる。（武力攻撃が開始した段階がいつかという全く別の問題）
例３：２００３年イラク攻撃（ｐ８２～）
アメリカの法的根拠…×先制自衛権（他国の支持を得られず）
　　　　　　　　　　○決議６６０、６７８が根拠（９８年と同様）
・安保理決議１４４１：“serious consequences”

※表現の変更：決議１１５４のように武力行使の根拠に使われるのを避けたい中・露・仏の意向

※１２項：イラクに違反があったとき「安保理が直ちに召集され、事態を検討する。」　　

　…武力行使は時期尚早という国際情勢

⇔にもかかわらず米・英は武力行使（中・露・独・仏は違法と主張）
＜２００３年のイラク戦争における問題点＞

×イラクから大量破壊兵器が出てこなかった（一般論）
○武力行使の違法性を阻却する法的根拠が無かった。
＝査察に対するイラクの妨害行為が停戦状態の基礎を損なうか否かの認定（９８年の決議１２０５に当たる決議）が無かった。
（※独仏が９８は合法としたのに、０３を違法とした理由）
■人道的介入（p85~）
現代の紛争＝主に国内（×国vs国）

⇔中・露の立場：チベット問題やチェチェン問題など国内紛争を抱える両国は国内紛争への武力行使に反対
⇒＜正当性が認定される必要条件＞の安保理決議は絶対不成立

＜武力行使容認決議が出ていなくても武力行使は可能か＞
例４：１９９９年コソボへのＮＡＴＯ空爆

日本の立場
· ＮＡＴＯを支持することはできない。←容認決議ないから

· ＮＴＯを違法とすることもできない←ミロシェビッチが正しいわけじゃない

最重要課題：早く停戦に持ち込むこと
· ロシアによる決議案提出

内容：「ＮＡＴＯは違法」

→安保理において大差で否決⇒ＮＡＴＯの武力行使を事実上追認

・なぜ？：ミロシェビッチに塩を送りたくないと各国が判断

＜第５回＞
■戦後処理

１９５１年サンフランシスコ平和条約：批准４６カ国⇒日本の主権回復

・中国（代表権紛争が原因）・韓国・ソ連などは不参加

・英米は日本に対して寛容（冷戦が背景）

※賠償問題

・賠償請求権は交戦国（８カ国）にのみある

フィリピン・ベトナム・ラオス・カンボジア・オーストラリア・オランダ・英・米
・役務賠償（個別に別途２国間協定を結んで経済協力）のみ認める＝金銭賠償認めず
→インドネシア批准せず
※第二条：分離地域に関する規定
・日本の領土にあった地域（朝鮮半島・台湾etc）なので賠償請求権なし

（賠償請求とは戦勝国と戦敗国が結ぶ法的関係だから）

＜内容＞
朝鮮半島→放棄＋独立規定

台湾・千島→放棄のみ⇒どこの領土か不明（→領土問題）

· 中国代表権問題　
背景：国共内戦

イギリス：資本主義的な観点から中共政府を代表とした。
アメリカ：朝鮮戦争で北朝鮮を支援した中共政府を認めるわけにはいかない。

→サンフランシスコ平和条約批准拒否をちらつかせ圧力をかける

⇒日本は国民党政府を代表とみなす。

⇒1952年日華平和条約で戦後賠償交渉→中華民国は賠償請求権を放棄。

・1970年代　中ソ対立→米中接近（キッシンジャー訪中・ニクソン訪中）
・1972　日中共同声明

※戦後賠償を行ったわけではない

※国際的な約束事である日中平和友好条約と違い政治文書

※正統政府は中華人民共和国だと認める＜政府承認の変更＞

☆第１項　日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は、この共同声明が発出される日に終了する。 

※「同床異夢」

・中華人民共和国：戦争状態の終了。日華平和条約の無効。戦後処理問題は残存。

・日本： 歴史の書き換えは無理！日華平和条約で戦後処理は終了。

☆第２項　日本国政府は、中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であることを承認する。 

★第３項　中華人民共和国政府は、台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを重ねて表明する。日本国政府は、この中華人民共和国政府の立場を十分理解し、尊重し、ポツダム宣言第八項に基づく立場を堅持する。 

※「承認する（recognize）」ではなく「理解し尊重する（understand and respect）」という表現がとられたことで、台湾を中華人民共和国の領土とみなし併合しようとする中華人民共和国側の意図を認めなかった。
※サンフランシスコ平和条約で台湾放棄後の帰属について言及していないため日本は台湾の帰属について何もいえない。

■台湾問題
台湾：独立の意思あり

中華人民共和国：独立したら武力行使

アメリカ：武力行使したら武力介入

⇒中華人民共和国「内政干渉するな！」
※この主張は国際法上おかしい。「国際の平和と安全に対する脅威」と認定されうる。

日本：憲法9条で介入不可⇔日米安保第6条で在日米軍基地は使用される。
☆第５項　中華人民共和国政府は、中日両国国民の友好のために、日本国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言する。

※日本の立場：日華平和条約で処理されている日華平和条約との整合性がとれていない
⇒まあ放棄する分にはいっか

※経済協力＝円借款（1979～北京五輪まで）
　…賠償請求放棄と経済協力はリンクしていない。

心理的後ろめたさから中国へのＯＤＡを減らせずにいた。

※ＯＤＡ＝円借款＋無償協力＋技術協力

■靖国問題

戦後、日本の首相が初めて靖国に参拝したのはいつか。
　…1951年、吉田茂（サンフランシスコ平和条約締結後）

※毎年全ての首相が参拝していた。

※中韓は反発していない。
1975　三木信介「私的参拝である」
⇒「私的か公的か」という問題発生。→過去の全ての参拝は私的なものと政府は発表。

1978　Ａ級戦犯合祀

1979　Ａ級戦犯合祀が対外的に明らかとなる。

※対中円借款開始⇒中国側も日中友好関係重視せざるをえなかった

↓この語も首相は靖国参拝を実施し続ける
1985中曽根康弘「公式参拝」
→朝日新聞などのマスコミを中心に中韓などが騒ぐ。

※「Ａ級戦犯合祀が問題」と主張するがなぜ79年に騒がなかったのか。
⇒私的参拝すらなくなる。
1996　橋本龍太郎　自分の誕生日に参拝、私的参拝
→朝日新聞などのマスコミを中心に中韓などが再び騒ぐ。
⇒翌年から参拝やめる。
※参拝を中韓の圧力でやめるのは外交的には最悪。日本は圧力かければ言うこと聞くと外国に思わせることになる。

2001　小泉純一郎　靖国参拝
↓毎年参拝（毎年大騒ぎになったわけではない）

2005　特に大騒ぎ

※中国：日本の安保常任理事国入りの動き（Ｇ４）活発化

※韓国：竹島の日条例・ノムヒョンの支持率低下（⇔就任時「歴史問題は取り上げない」）
⇒中韓の外交カード化

2006　8月15日参拝

＜第６回＞　5月26日1限＝五月祭翌日←ここ重要
■中国脅威論（ｐ４６～）
ＯＤＡ：無償協力＜贈与＞

　　　　円借款＜ローン＞

北京五輪以降円借款は終了することが決定

なぜ：経済協力を中国もしている！（日本人の国民感情）
「金あるやつに金貸す意味が分からない」
●中国の経済協力の問題点

　・先進諸国（主にＯＥＣＤ加盟国をいう）の経済協力

…ガイドラインあり。援助国の経済発展のため腐敗を防止する必要性からコンディショナリー（融資条件）をつける。（援助国からは内政干渉と反発されることも）
・中国の経済協力（政治的要素強！）

　　…そもそもＧＤＰレベルでは経済協力をするレベルに達していない。

　　　→経済協力する必要ない⇒ガイドラインに縛られない

　　　＝コンディショナリーをつけない＝「腐敗」防止にならず

●経済成長の型
　自国産業保護型：日本（代償として貿易摩擦問題）
　外国産業導入型：中国・タイ・インドネシア（代償として自前のブランドが育ちにくい）
●なぜ中国脅威論が叫ばれるのか
＜経済面＞

　タイ：共存共栄型…自前の技術は持たずに日本企業の生産拠点として大発展

　インドネシア：自前の産業を持とうとするも技術能力が微妙で成功せず

　中国：自前の産業を持とうとする意思が強い
　　　　ポテンシャルもある（例：コピー商品）

＜軍事面＞

①国防費の増加（特に装備の近代化）

第1・２世代→第４世代
※第4世代の戦闘機をゾウとすると従来の第１・2世代はアリみたいな感じ
※ちなみにアメリカ空軍が第5世代を導入し始めた所。航空自衛隊は第4世代が主力。

②国防費の不透明性（⇔核不拡散）

実例：中国→パキスタン→北朝鮮・リビア・イラン→テロリスト＝脅威！！
　　　　　　　　　　（カーン＝ネットワーク）
※現在の核拡散上の懸念の原因を作ったのはもともと中国！！
＜第７回＞
■気候変動問題（ｐ１９２～）＝もはや安全保障の問題
・適応：温暖化の悪影響にどう対応するか

・緩和：温室効果ガスの削減（濃度安定化）
例：2007年　美しい星50(Cool Earth 50）（安倍晋三）

…ポスト京都議定書の枠組み作りに向け「世界全体の排出量を2050年までに現状の半分に」という長期目標を提案。
■京都議定書まで
1992年　気候変動枠組条約：各国の削減義務なし
1997年　京都議定書：気候変動枠組条約第3回締約国会議で採択。各国の削減義務あり
　※附属書Ⅰ国（先進国リスト）：08～12の平均排出量を90年に比べて各国ごとに定められた量を削減。

　　　★ＣＡＰ＝各国ごとの削減義務（日6％・米7％・欧8％・露±0％）

　　附属書Ⅱ国（途上国）：削減義務なし
　　（＝中国その他も削減義務は無いが京都議定書に参加している）
●京都議定書

問題点①：先進国の削減規定の不公平感
1990年が基準年であるのが原因（1990年＝冷戦終結時）
　　・ロシア・東欧：経済崩壊→ＣＯ２、30％減

　　・ＥＵ：“ＥＵバブル”「ＥＵ全体で8％減」＝配分は域内で決める

　　　　　　＜削減の主力＞

　　　　　　ドイツ：東西ドイツ統一（経済崩壊した東ドイツの併合）＋燃料転換

　　　　　　イギリス：燃料転換（石炭→天然ガス＝20％減）

※ＥＵは「いっぱい削減した」と主張しているが実際にはそんなに苦労していない。
・日本：石油ショック以来の省エネ化をすでに図っていた。
→ここからさらに6％減はものすごく辛い。
・カナダ：議定書ギブアップ→2006年比で再計算し独自に目標設定
問題点②：排出大国アメリカの不参加
※アメリカはＥＵがほとんど何もしてないのに主導権を握っていることが気に食わない
※オーストラリアが2007年の政権交代後に批准したため先進国ではアメリカのみ不参加

問題点③：途上国問題（主に中国）
・インドは日本とほぼ同量
・中国にいたってはほぼアメリカと変わらず（2007年には世界第1位）

　※中国は長期の削減目標にはなかなか同意しない
　　∵中国の排出量が増大して、世界全体の削減の話に関係せざるを得ない
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※このグラフのデータは2005年のデータなので中国・インドは2008年現在もっと多い。

※排出量：左半分（途上国）＝右半分（先進国）でほぼ同じ
＝排出量の問題は先進国だけの問題ではない
※現在の京都議定書では削減義務のある国の排出量は全体の約三割に過ぎない。（⇔の所）

問題点④：附属書Ⅰ国の固定化

削減義務が課されてしかるべき韓国やメキシコなどに削減義務が課されていない。
例：韓国（ＯＥＣＤに1996年に加盟）：経済成長の妨げと言って附属書Ⅰ国入りに抵抗。
（国連事務総長潘基文のダブルスタンダード） 

＜第９回＞
■ポスト京都にむけての日本の外交
●2007年5月　美しい星50(Cool Earth 50）（安倍晋三）

…「世界全体の排出量を2050年までに現状の半分に」という長期目標を提案。

●2007年12月　バリ会議（＝気候変動枠組み条約第13回締約国会議＝ＣＯＰ１３）

⇒バリ＝アクションプランを提言（日本の主導）

・ポスト２０１２の枠組みを話し合う議論の場の立ち上げ（米中を引き込めた）
・09年のコペンハーゲンまでに結論を出す！

・削減数値は決定されず
＜各国の立場＞※削減数値は要するにＣＡＰ（＝国別総量目標）
ＥＵ：ポスト２０１２では削減数値を出したい

米：具体的な削減数値設定はしたくない
日本：削減数値を設定するか否かは途上国との交渉カードとして使いたい
※気候変動枠組条約締約国会議は毎年年末に開かれる。第3回が京都で第13回がバリ。

●2008年1月　ダボス会議（福田康夫）

⇒福田イニシアティブを提言

・2013年以降も日本はＣＡＰを受け入れることを表明。

　・基準年（1990年）の見直し
・ボトムアップアプローチの導入を主張

　　

■日本国内の対立

福田イニシアティブの裏では経産省の抵抗があった。
※省の立場

環境省：ＥＵに近い。京都議定書と同様のキャップ＆トレード方式（国別総量目標＋排出権取引）を推す。

経産省：アメリカに近い。次期枠組みが不明確な状況なのでキャップアンドトレード方式は受け入れずに外交カードとしてとっておくべき。
※外務省（大江の活躍笑）による経産省の説得

①具体的に数値を規定すると嫌がる国がいることは分かるが、ポスト２０１２の交渉テーブルに既にバリ会議で米・中・インドはついた

②バリ会議ではＥＵの広報戦略に負けて、日本がポスト京都にやる気が無いように思われた。キャップ＆トレード方式を日本が積極的に打ち出すことで、ポスト京都のアプローチ方法を考える段階に進め、日本がイニシアティブをとることができる。

（夏には日本が議長国である洞爺湖サミットあるし）

③キャップ＆トレード方式における日本の負担をより公平な形にするため、今の段階で表明しておけば、アプローチ方法が改善できる。

（＝09コペンハーゲン会議に向けてはダボスの時に言わないと議論できなくなる）
・「ブッシュ後」の米国との本格的交渉は09年夏（大統領戦後）まで待たねばならない

⇒08年秋～09年夏の1年間を無駄にしないためには、いち早くボトムアップアプローチを言って政府間の話し合いを進めておく必要性。
※経産省の抵抗

●2008年4月　バンコク会議…「日本に諸外国からの反発」と報道

　＜背景＞3月、千葉でのＧ８会議における甘利経済産業大臣のスピーチ

　　…セクター別アプローチのみをアピールし、ＣＡＰに触れず。
⇒「セクター別アプローチはＣＡＰの代替策」という誤解を招く

⇒参加していた途上国とＮＧＯの激怒→バンコク会議での反発
■ボトムアップアプローチ（≒セクター別アプローチ）とは

…セクター（家庭、運輸、電力などの部門）ごとに算出した削減余力を積み上げ、国別の削減総量目標とする。日本が主張。開発してきた省エネ技術も反映される。

⇔トップダウンアプローチ：京都議定書のやり方。過去の排出量を参考に削減目標を最初に決定して義務付ける。ＥＵが主張。アメリカは反発。排出削減が進んだ国には不公平感。
＜日本の主張＞

短期目標はボトムアップアプローチ：何が現実的に可能かを示す必要性

長期目標はトップダウンアプローチ：新たな技術革新に期待できるので大風呂敷は可能であるし、着地目標を示す必要性
∵今ある技術だけでは、2050年までの排出量半減は不可能

＜途上国の懸念＞

※米・ＥＵでは「制裁関税」を課す議論が起きている。
（＝環境政策をとらない国に制裁として関税をかける）
・日本は関税がＷＴＯに反する危険性から反対。

・途上国はセクター別アプローチが制裁関税の基準として使われることを懸念

■参考（アプローチの用語の個人的な解釈に基づく詳しい解説）

…興味ない人は飛ばして大丈夫です
●ボトムアップアプローチ
推計、算出した削減余力を積み上げ、国別の削減総量目標とする。日本が主張。開発し
てきた省エネ技術も反映される。別名、積み上げ方式。
●トップダウンアプローチ
京都議定書のやり方。過去の排出量を参考に削減目標を最初に決定して義務付ける。
（ここに政治的な要素が入り込みやすい。京都議定書の先進国の不公平感の原因）

因）ＥＵが主張。アメリカは反発。排出削減が進んだ国には不公平感。
●セクター別アプローチ
まず、セクターとは家庭、運輸、電力などの部門のこと。つまり、ひとまとめじゃなく
て「部門ごと」にやっていくということ。

　何をやるかというと、
①「部門ごと」に削減目標を計算

　②「部門ごと」に途上国への新技術移転などエネルギー利用効率などの改善
セクター別アプローチとボトムアップアプローチは現在、必ず組み合わされて議論されているので、「セクター別積み上げ方式」というのが正しいっぽいですけど、大江教官も含めてみんな面倒なので、「ボトムアップアプローチ」or「セクター別アプローチ」と言っています。なぜこんなにややこしいのかというと、セクター別アプローチとボトムアップアプローチが組み合わされていることと、セクター別アプローチが二つの役割があるからということだと思います。実際日本がダボス会議でボトムアップアプローチ（セクター別アプローチ）を提案したときも他の国は混乱したようです。
温室効果ガス削減におけるセクター別アプローチをめぐる最近の動向

http://blog.livedoor.jp/takami_neko_shu0515/archives/64966864.html
ＭＥＭ(主要経済国会合)首脳宣言要旨―低炭素社会への長期目標は共有へ
http://blog.livedoor.jp/takami_neko_shu0515/archives/64973162.html　
セクター別アプローチの特徴と課題
http://mainichi.jp/life/ecology/select/news/20080407ddm016040006000c.html　
セクター別アプローチをめぐる混乱　　

http://www.janjanblog.jp/user/stopglobalwarming/post2012/13874.html　
■「2050年までに50％削減」は実現可能か
・途上国が排出量をそのまま維持しても先進国は0％にしなければならない
　→不可能？

・2050年までに途上国から先進国となる国は多いはず。

⇒「途上国→附属書Ⅰ国」のプロセスが不可欠

＝2050年までに現在の発展途上国が先進国となって削減していかなければならない。

・Common but differential responsibilityが重要
…全ての国が削減義務を負いながらも、温暖化に大きな影響のある国によりきちんと　した目標を課す
☆批判「日本は具体策を言わず、世界全体の目標を主張しているだけでやる気なし」
※世界全体の話を言う理由：温暖化は一国だけでは無意味なので「最終目標」を示す。
⇒途上国にも排出削減を促す必要性あり。

※具体策を示さない理由…ＥＵと対照的姿勢

＝ＥＵと日本はアプローチの方法・立場が違う。

●諸国の立場
・米：中印の参加は絶対。
・ＥＵ：中国インドの加入を待たずとも議論すべき、先に「先進国は野心的目標設定」
…ＥＵの1990年比20％の削減を発表さらに、他国がこの目標を受け入れたらＥＵは削減量を30％にする（自身は削減が容易だから大きな事が言える）
　⇒「環境問題は先進国だけの問題」という途上国の主張が通ってしまう恐れ。
・日本：途上国に義務を課しても反発を受けるだけ
∵途上国は地球温暖化問題が先進国だけの問題だと思っている

⇒途上国を巻き込む作業と次の枠組み作成を同時にする必要性

⇒具体策より米・途上国を参加させる努力を優先
⇒「基準年見直し」が必要不可欠！！
∵1990年が基準年では排出量が急増している中国インドは参加しない

●どうやって米中をポスト京都の枠組みに引き込むか

⇒日本がイニシアチブをとる！

・米中のいたちごっこ（お前がしないなら俺もしない）

　・米とＥＵの対立

　⇒米との関係が親密な日本の出番

●米中をポスト京都に巻き込む日本の努力
・アメリカ　　
2007年5月　ポスト京都に積極的に参加することをはじめて宣言。
※自主的に目標を定めるだけでまだ削減義務を負うとは言っておらず、非実効的。
↓

2008年4月　2025年までは排出量の削減を行わず、2050年までには半減する。
（ブッシュ政権が表明したものなので実効性は不明）

・中国　
2008年4月　温家宝来日

…京都議定書に代わる実効的枠組みをつくるべきだという日本の主張に中国も同意

■現在の状況

●洞爺湖サミット（新しすぎてテストには出ないはずだが場合によっては答えが変わる可能性も…）

（興味ある人は朝日新聞2008年7月6日1面切抜きしたので言ってください）

・長期目標：「2050年までに世界全体で50％削減」をＧ８として支持

※主要経済国会合（ＭＥＭ）では中国ら途上国の反発で合意できず。

・中期目標：ＣＡＰの設定にアメリカを含む先進国が合意し、途上国側は排出抑制に踏み出すことを打ち出した。
またＣＡＰの設定方法として、「セクター別アプローチ」を採用。

＜第10回＞
■安保理改革＝主に「日本の常任理事国入り」　（ｐ１３６～教科書のまんま）
＜なぜ安保理改革の話が生まれたか＞
・安保理常任理事国：国連設立の経緯からＷＷⅡの戦勝国側の5大国のみ。
・国連分担金第2・3位の日本・ドイツが安保理の意思決定に常に関われない。

※但し、アメリカは70年代から日本の常任理事国入り支持を表明。
安保理改革＝日本の常任理事国入りは非常に困難だが、チャンスは存在した。
チャンス１：９２年　「安保理改革作業部会」設置
・日独の常任理事国入りが主眼
＜失敗した理由＞

☆当事者＝日本にやる気なし
※当時、日本の政権は細川護熙・村山富市内閣（非自民党政権）
「常任理事国入り＝武力の行使」…憲法９条に抵触：左派の批判

　※但し、常任理事国中国は多国籍軍にほとんど参加していないが、常任理事国としての責務を果たしていないとは批判されない。
　※現在では日本の全政党が常任理事国入りに賛成。

　※日本はポスト＝コンフリクト、予防外交で国際社会に貢献すれば問題ない。
その後、安保理改革の論点が変質。先進国偏重の安保理への批判から、日独の
加盟のみ⇒ＷＷⅡ以後の独立国も含めるべし。
チャンス２：９６年頃：「２１」案
　　　　　　　　　　（10＋11）　　　　　　　　
※（常任＋非常任）　現在：（5＋10）
※アメリカは安保理の理事国の大きな増加に反対
※小和田恒国連大使によるオルブライト米国連大使の説得でアメリカは受け入れる。
⇒多くの途上国は消極的
＜なぜ?＞

常任理事国に選ばれそうな国（日・独・インド・ブラジルなど）：大賛成
ボーダーラインより少し下の国（韓国・伊・パキスタン・アルゼンチンなど）：大反対
全然ムリな国：非常任理事国枠の拡大を要求して反対
チャンス３：97年秋　ラザリ案
ラザリ国連総会議長が「24」案を提出。　　※（10＋14）
⇒根回しを全くしなかったので各国の激しい反発。
☆拒否権問題
米英仏露中は既得権益（＝拒否権）喪失には、猛反対。

新常任理事国に拒否権は…

日：どっちでもいいからとにかく常任理事国になりたい

独：拒否権を獲得しても使わない。でも英仏より格下は嫌だから拒否権は必要。

チャンス４：98年ごろ
背景：アメリカは依然として「24」案には反対だが、相場として「24」が固まる。

⇒しかし失敗

∵常任理事国入り有力国、インドの核実験…核不拡散に反するとアメリカなどが猛反発。

・98秋「コーヒークラブ」の抵抗

※「コーヒークラブ」：安保理改革の妨害をする国々。（韓国・伊・パキスタンなど）
「安保理改革に関するいかなる決議も国連全加盟国の3分の2を必要とする」決議可決

※通常、過半数でよい。
＜安保理改革の手順＞

①枠組み決議採択：基本的な枠組みを決める
②選挙：常任理事国入りする国を投票で決定

③憲章改正：安保理で決定
※日本は①は過半数で通過しようと目論んでいた。
チャンス５：05年の安保理改革の動き

＜背景＞

03　イラク戦争で安保理分裂⇒各国が危機感

04　Ｇ４（日・独・インド・ブラジル）での連携⇒Ｇ４案作成

⇔アメリカの外交政策の一貫性の欠如
…2000年にクリントン政権のオルブライト国務長官は「21より大きい数字」を認める。
　∵国連分担金の割合の最大限度、「シーリング」を引き下げたいアメリカは日本に安保理改革の面で譲歩した。

　→しかし、ブッシュ政権になって再び後退。

05　Ｇ４案とＡＵ案の鼎立⇒ＡＵがＧ４案を受け入れず、Ｇ４案提出見送り。
＜失敗理由＞

・05年は靖国問題を初め日中関係が最悪だった。→アフリカへの強い影響力を持つ中国の意向でＧ４案にアフリカをとりこむことができず。
・国内の世論が重視される現代政治では、失敗が政権運営に深刻なダメージを与えるため、外務省をはじめとする日本政府はリスクを犯して勝負することができなかった。

・ＡＵとして統一した意思決定を示す前に、投票にかける決断を下せなかった。

＜第11回＞（テキスト範囲外）
■日韓国交樹立まで
1951年　サンフランシスコ平和条約
☆分離地域：朝鮮半島　…放棄＋独立の規定

　　　　　　台湾・千島…放棄のみ（帰属規定なし）

1952年　国交樹立正式交渉
↓↓↓

1965年　日韓基本条約：韓国と国交樹立

＜なぜ国交樹立まで時間がかかったのか？＞
原因①：1910韓国併合の解釈の相違・戦後処理の問題（韓国と日本は行えない）
原因②：李承晩ライン
原因③：久保田発言問題
①日韓間では法的には賠償請求権が存在し得ない

∵賠償とは戦勝国と敗戦国が結ぶもの。韓国≠戦勝国（韓国は日本の一部）
②1952年　韓国大統領李承晩　海洋主権宣言

…正式交渉開始後に韓国が漁船立ち入り禁止線を一方的に宣言。

＝竹島は韓国領＋その線を基準に排他的経済水域を設定。

※竹島はサンフランシスコ平和条約の独立範囲に含まれていない。

※排他的経済水域は国際慣習法でなく国際法違反。

③国交正常化交渉の代表久保田の発言
「日本は半島統治期間において朝鮮に鉄道建設など恩恵を与えた。韓国側が賠償請求権を主張するなら日本の方も在韓日本人財産など請求権を主張する」
　　　　　↓

韓国が怒って国交正常化交渉が1957年に日本がこの発言を撤回するまで中断された。
転機
李承晩の失脚、朴正煕の登場

　　　　↓

朴正煕は南北統一のため工業化を目指す。

⇒経済成長した日本との外交関係を結んで日本からの外貨獲得を図る必要。
■日韓基本条約
★第一条：日韓の外交関係の樹立
※外交関係を結ぶためには条約（＝国際的な外交文書）・共同声明などを結ぶ必要はない。
実際、日本が外交関係を結ぶ200以上の国の中で条約を結んでいるのはごく少数。

むしろ賠償規定をしなければならない国と条約を結ぶ。

例：日中共同声明

★第二条　一九一〇年八月二二日以前に大日本帝国と大韓帝国との間で締結されたすべての条約および協定は、もはや無効であることが確認される。
※「大韓帝国」は「大韓民国」とは異なる国家なので言及することが法的にはおかしい。

→韓国側からの強い要求。
⇒同床異夢

日本の解釈：大韓民国が独立した時点で無効なのは当然だから当たり前な条文。
　　　　　　大韓帝国との条約自体は法的に有効（歴史は塗り替えられない）
韓国の解釈：韓国併合条約が締結時から無効だったと主張する意図。
★第三条　大韓民国政府は、国際連合総会決議第一九五号（III）に明らかに示されているとおりの朝鮮にある唯一の合法的な政府であることが確認される。

韓国の主張：韓国が朝鮮半島における唯一の正当政府である。

＜国連総会決議195号の内容＞
・大韓民国は実効支配している朝鮮半島南半分の唯一の正当政府である。（当たり前）

・大韓民国は国民の自由選挙により成立した朝鮮半島唯一の正当政府である。
⇒韓国側は、国民に対して「韓国側の主張」を日本に認めさせたという立場をとることができる一方、日本側は北朝鮮との外交関係の樹立の余地を法的に残した。
※実際には北朝鮮との外交関係の樹立は、韓国との関係上政治的には不可能であった。
（法的には可能だった）
∵もししてたら反日運動が大変なことになっていたはず
※1990年代南北対話が開始されて初めて、日本も北朝鮮と交渉することが可能となった。
■諸協定
☆前提
賠償請求権は、戦勝国と戦敗国の間に発生するもので、分離地域の韓国には適応されない。しかし、韓国は韓国併合自体を無効として賠償請求権を主張。

⇒妥協

＜日韓請求権協定＞

・過去の清算として位置付けられている請求権を双方が放棄
・代わりに経済協力（３億ドルの無償協力、２億ドルの円借款⇒漢江の奇跡）
※本来は請求権と経済協力は無関係

＜在日韓国人法的地位協定＞
朝鮮半島の独立で日本国籍を失った在日韓国人に対して、1世、2世には日本の永住権を与える。3世は先送り。
＜日韓漁業協定＞
※国交樹立を早期に実現するため領土問題は先送りして、漁業問題の解決に専念。
⇒李承晩ラインの撤廃＋沿岸から12海里は沿岸の国に排他的管轄権
★竹島問題
1905年　日本は無人島であった竹島を島根県に併合　

※1905年＝韓国併合のプロセスが始まる年と被っていた

日本：先占の法理（＝先に実効支配した国が領有権を持つという現在の国際法の通説）
韓国：歴史問題！！

発見の論理（＝先に発見した国に領有権があると主張するが通説ではない）　　　

⇒韓国は竹島問題を国際司法裁判所へ訴えることを嫌がっている。
■3つの問題

盧泰愚：「以下の三つの問題が解決すれば日本との過去を問題にしない」と発言

①在日韓国人三世問題

②サハリン拘留者問題
③在韓被爆者

①サンフランシスコ平和条約で日本国籍を失ったものの子孫全員（3世以降も）

⇒特別永住者として永住権を認める。
※特別永住者：国籍は韓国→日本で参政権なし

※日本国籍を持つ者は通常、在日韓国人とは呼ばず、「日本人」としての権利として参政権などを得る。

c.f.「在米韓国人」と言う時は通常、アメリカ国籍をとっている。

※在日韓国人は通常、容易に日本国籍を取得できるが感情面の問題で日本国籍を取りたがらない。

※指紋押捺問題

在日外国人全員に指紋押捺をさせていたが、日本人と違うことを強制されることを在日韓国人が反発⇒在日外国人全員廃止
c.f.韓国では外国人の指紋押捺を行う
　

②日本国籍を失ったまま、サハリンにいる韓国人の問題。
本来、ソ連政府と韓国政府が話し合うべき
⇔当時両国は国交がなかったため韓国は原因をつくった日本政府に訴える。
⇒日本は支援事業で対応。

　

③広島・長崎にいて被爆し、韓国に戻った韓国人の治療費の問題。
韓国は請求権を1965年に放棄したため、日本は無関係の問題であった。

⇒日本は人道的見地・韓国との友好関係のためお金を援助。

　

＜さらなる問題＞
従軍慰安婦問題（慰安婦が語りたがらないから、表面化しにくかった）

1993年　河野談話　「軍の関与・強制性を認める」謝罪
1994年　アジア女性基金：民間の募金をベースに見舞金。→（2006年に終了）

∵日本政府がお金を払うと、1965年の請求権放棄に抵触。
⇔韓国：日本政府は謝罪する気無いのか！！
＜第12回＞日朝関係（テキスト第2章　ｐ31～）
■核問題
※核兵器は途上国ほど保有したがる。
∵核兵器は「使わない」ことが前提の兵器（＝使った時点で抑止力無くなる）。
通常兵器は大国に対抗しようとするとコスト莫大。
●ＮＰＴ（核拡散防止条約）の二つの性質
・米・ソ・中・仏・英の5カ国以外の核兵器の保有を制限。
・非核兵器国の原子力の平和利用を支援。（但し、ＩＡＥＡの査察義務付け）
※ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
＜核開発の歴史＞

1950年代　金日成は朝鮮戦争で核保有の必要性を痛感
→ソ連に技術者派遣→秘密裏に核開発

1974　ＩＡＥＡ加盟

1985　ＮＰＴ加盟

1991　南北非核化共同宣言

1993　ＮＰＴ脱退を宣言（後に撤回）・弾道ミサイル“ノドン”実験＝瀬戸際外交
↓

1994　カーター元米大統領が訪朝
…北朝鮮の核放棄の代わりに原子力エネルギー供与（ＫＥＤＯ設立）

※ＫＥＤＯ：朝鮮半島エネルギー開発機構

1998　テポドン発射実験：日本の上空をミサイルが飛ぶ
⇒日本国内の猛反発　自民党「ＫＥＤＯの予算承認できる訳ない！！」

北朝鮮「人工衛星の発射実験です」

※ミサイル実験は国際法違反ではない。ミサイル実験と人工衛星実験は大差なし。
→国際社会の反応は冷めていた
※唯一の問題点は周辺諸国に事前通知しなかったこと。
→北朝鮮「これからも事前通告はしない。平和目的の実験かどうかはあんたら次第」
→墓穴を掘る。
⇒日本の説得により、安保理議長声明（ミサイル実験への懸念表明）
2006　北朝鮮　再びミサイル実験
→国際社会の猛反発
⇒安保理決議1695
＜98年と06年の国際社会の反応はなぜ違ったか＞

★2001年9月11日以降、国際社会の認識は大きく変化

国際社会の最大の脅威は国家ではなくテロリスト
※国家は領域を持つから「抑止力」が働く。テロリストには「抑止力」が効かない。
90年代：「ならず者国家」←それ自体が危険
00年代：「悪の枢軸」←テロリストに各技術を流す可能性があるから危険
↓
さらに北朝鮮は核実験をしたと発表
↓

安保理決議1718

…国連憲章第七章の41条に基づく制裁：「経済制裁」
※憲章第七章：「平和に対する脅威、平和の破壊及び侵略行為に関する行動」を定める。
・「伝家の宝刀」なのでめったに使われない。　
・第39条～51条で構成されている。（参考：シケプリ第2回■武力行使と安保理決議）
詳しく見たい人は↓
http://www.unic.or.jp/know/kensyo.htm
※1998年インド・パキスタンの核実験のときは憲章七章に基づく制裁なし→なぜか？

★核実験自体は国際法違反ではない。

・インド・パキスタン：ＮＰＴのメンバーではないため法的には問題なし。

・北朝鮮：ＮＰＴのメンバーなので法的にアウト。

⇒2007年2月六者会合で成果文書採択

①ヨンビョンの核施設の活動停止･封印及びIAEAによる監視・検証を60日以内に行う

②全ての核計画についての完全な申告とすべての既存の各施設を無能力化する
見返りとして、第①段階では、5万トンの重油相当のエネルギー提供。第②段階では、重油95万トン相当のエネルギー支援、人道支援ということが明記

※日本は、拉致問題に進展が無い限り、北朝鮮への支援には参加できないという立場

日本に求められていることは北朝鮮側の行動に見合った制裁緩和をすること。
＜第13回＞人間の安全保障（テキスト第8章ｐ182）

■人間の安全保障とは
・1994　ＵＮＤＰ（国連開発計画）が始めて掲示

☆なぜこの時期か？

1990　冷戦終了
→途上国への援助が激減。欧米「援助疲れ」
・～90年代：援助＝冷戦期に自陣営を増やす陣取りゲームのエサ

例：アフガニスタン・ソマリアなど多数

※日本は志が高い「貧困の減少」を目標。

＜発展の度合い＞

1960年代　アジア＜アフリカ

　　　　　　　　↓

現在
　　アジア＞アフリカ

アジア：経済援助の中心は日本
アフリカ：経済援助の中心は欧米

・冷戦終了後　援助の激減⇒債務の累積で四苦八苦⇒紛争激化

※ＵＮＤＰは冷戦が終了しても、世界は安全になったわけではなく、新たな脅威に対応する必要があり、国際社会が援助を削減してよいような状況ではないということを問題提起。
●伝統的な安全保障の適用が困難な国家の存在
ウェストファリア条約以来の「主権国家」の安全保障＝防衛
※自立して全てを行える国家のみを想定していた。
⇔「破綻国家」が現実には存在
※領域内の自国民を保護できていない。

例：ルワンダ・ボスニア：政府が自国民を迫害

●脅威の変化

国境を容易に越える脅威（感染症・国際組織犯罪・テロ・地球環境問題など）
●包括的な議論の必要性

例：アフガニスタンのケシ栽培

・全世界のケシ栽培の90パーセント以上を占める。

・アフガニスタンのＧＤＰの半分以上を占め代替産業なし

・1979年のソ連のアフガニスタン侵攻を機に広まる。

・9.11以降のテロ掃討作戦ではケシ栽培で儲けた現地の地方勢力の強直が必要不可欠。

⇒「人間の安全保障」という概念を導入することで、麻薬、貧困、テロ対策といった「脅威」に対抗するためには包括的な議論が必要であると提示することが出来る。
■人間の安全保障委員会の発足
・2000年、アナン事務総長･･･「恐怖からの自由」と「欠乏（貧困）からの自由」
　　　↓
・人間の安全保障委員会発足（共同議長･･･緒方貞子・アマルティア・セン）

…「保護」＋「能力強化」（Empowerment）を強調

■日本の取り組み

①人間の安全保障基金：国際機関を援助
1999年に日本が国連に設置。

…国際機関は予算の取り合いをし、縦割り行政なので各機関の連携が困難。

　⇒包括的な援助を行うため、日本は別に資金提供

②「草の根・人間の安全保障無償資金協力」：二国間援助
×相手国政府からの要請に基づいた資金給与を行う

○相手国のNGOに直接、資金給与。

※きめ細かい援助が可能
例：タイの障害児

※ＯＤＡは直接相手国政府に資金がわたる。（腐敗の可能性）
※合法的に相手国の内政に関与できる。
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